
国立大学法人京都大学教職員退職手当規程及び国立大学法人京都大学役員退職手当規程新旧対照表 

改   正   前 改   正   後 

国立大学法人京都大学教職員退職手当規程 

（平成１６年達示第８９号） 

 （前 略） 

 （退職手当の基本額の最高限度額） 

第７条 第３条から第５条までの規定により計算

した退職手当の基本額が、退職日俸給月額に  

４９．５９（平成２５年１０月１日から平成２６

年６月３０日までの間においては５２．４４とす

る。次条において同じ。）を乗じて得た額を超える

ときは、これらの規定にかかわらず、その乗じて

得た額をその者の退職手当の基本額とする。 

第７条の２ 第５条の２第１項の規定により計算

した退職手当の基本額が次の各号に掲げる同項

第２号イに掲げる割合の区分に応じ当該各号に

定める額を超えるときは、同項の規定にかかわら

ず、当該各号に定める額をその者の退職手当の基

本額とする。 

(1) ４９．５９以上 特定減額前俸給月額に  

４９．５９を乗じて得た額 

(2) ４９．５９未満 特定減額前俸給月額に第５

条の２第１項第２号イに掲げる割合を乗じて

得た額及び退職日俸給月額に４９．５９から当

該割合を控除した割合を乗じて得た額の合計

額 

 （中 略） 

   附 則 

１～６ （略） 

７ 当分の間、４２年以下の期間勤続して退職し又

は解雇された者に対する退職手当の基本額は、第

３条から第６条までの規定により計算した額に

それぞれ１００分の８７を乗じて得た額とする。

この場合において、第７条の５第１項中「前条」

とあるのは、「前条並びに附則第７項」とする。

ただし、３５年を超える期間勤続した者で、第５

条及び第６条の規定に該当する退職をした者に

対する退職手当の基本額は、その者の勤続期間を

３５年として本項の規定の例により計算して得

られる額とする。 

（中 略） 

附 則（平成１８年達示第３４号） 

第１条・第２条 （略） 

（経過措置） 

第３条 教職員が新制度適用教職員（教職員であっ

て、その者が新制度切替日以後に退職することに

より改正後の国立大学法人京都大学教職員退職

手当規程（以下「新規程」という。）の規定による

退職手当の支給を受けることとなる者をいう。以

下同じ。）として退職した場合において、その者が

新制度切替日の前日に現に退職した理由と同一

 

 

 

 （退職手当の基本額の最高限度額） 

第７条 第３条から第５条までの規定により計算

した退職手当の基本額が、退職日俸給月額に   

４７．７０９を乗じて得た額を超えるときは、こ

れらの規定にかかわらず、その乗じて得た額をそ

の者の退職手当の基本額とする。 

 

 

第７条の２ 第５条の２第１項の規定により計算

した退職手当の基本額が次の各号に掲げる同項

第２号イに掲げる割合の区分に応じ当該各号に

定める額を超えるときは、同項の規定にかかわら

ず、当該各号に定める額をその者の退職手当の基

本額とする。 

(1) ４７．７０９以上 特定減額前俸給月額に 

４７．７０９を乗じて得た額 

(2) ４７．７０９未満 特定減額前俸給月額に第

５条の２第１項第２号イに掲げる割合を乗じ

て得た額及び退職日俸給月額に４７．７０９か

ら当該割合を控除した割合を乗じて得た額の

合計額 

 

附 則 

１～６ （同 左） 

７ 当分の間、４２年以下の期間勤続して退職し又

は解雇された者に対する退職手当の基本額は、第

３条から第６条までの規定により計算した額に

それぞれ１００分の８３．７を乗じて得た額とす

る。この場合において、第７条の５第１項中「前

条」とあるのは、「前条並びに附則第７項」とす

る。ただし、３５年を超える期間勤続した者で、

第５条及び第６条の規定に該当する退職をした

者に対する退職手当の基本額は、その者の勤続期

間を３５年として本項の規定の例により計算し

て得られる額とする。 

 

附 則（平成１８年達示第３４号） 

第１条・第２条 （同 左） 

（経過措置） 

第３条 教職員が新制度適用教職員（教職員であっ

て、その者が新制度切替日以後に退職することに

より改正後の国立大学法人京都大学教職員退職

手当規程（以下「新規程」という。）の規定による

退職手当の支給を受けることとなる者をいう。以

下同じ。）として退職した場合において、その者が

新制度切替日の前日に現に退職した理由と同一



改   正   前 改   正   後 

の理由により退職したものとし、かつ、その者の

同日までの勤続期間及び同日における俸給月額

（教職員給与規程の指定職俸給表の適用を受け

ていた者については、総長が別に定める額）を基

礎として、改正前の国立大学法人京都大学教職員

退職手当規程（以下「旧規程」という。）第３条か

ら第７条まで、国立大学法人京都大学教職員退職

手当規程（平成１６年達示第８９号）附則（以下

「原始附則」という。）第７項及び国立大学法人京

都大学役員退職手当規程の一部を改正する規程

（平成１８年達示第３５号）による改正前の国立

大学法人京都大学役員退職手当規程（第４条第１

項において「旧役員退職手当規程」という。）第７

条第３項の規定により計算した額にそれぞれ  

１００分の８７（当該勤続期間が２０年以上の者

（傷病又は死亡によらずにその者の都合により

退職したもの（第１２条第１項に定めるものを含

む。）を除く。）にあっては、１０４分の８７）を

乗じて得た額が、国立大学法人京都大学教職員退

職手当規程第２条の４から第７条の５まで及び

原始附則第７項の規定により計算した退職手当

の額（以下「新規程等退職手当額」という。）より

も多いときは、これらの規定にかかわらず、その

多い額をもってその者に支給すべきこれらの規

定による退職手当の額とする。  

（後 略） 

 

国立大学法人京都大学役員退職手当規程 

（平成１６年達示第８８号） 

（前 略） 

附 則 

１ （略） 

２ 当分の間、第３条の規定による退職手当の額

は、同条の規定により計算した額に１００分の 

８７を乗じて得た額とする。 

（後 略） 

 

 

の理由により退職したものとし、かつ、その者の

同日までの勤続期間及び同日における俸給月額

（教職員給与規程の指定職俸給表の適用を受け

ていた者については、総長が別に定める額）を基

礎として、改正前の国立大学法人京都大学教職員

退職手当規程（以下「旧規程」という。）第３条か

ら第７条まで、国立大学法人京都大学教職員退職

手当規程（平成１６年達示第８９号）附則（以下

「原始附則」という。）第７項及び国立大学法人京

都大学役員退職手当規程の一部を改正する規程

（平成１８年達示第３５号）による改正前の国立

大学法人京都大学役員退職手当規程（第４条第１

項において「旧役員退職手当規程」という。）第７

条第３項の規定により計算した額にそれぞれ  

１００分の８３．７（当該勤続期間が２０年以上

の者（傷病又は死亡によらずにその者の都合によ

り退職したもの（第１２条第１項に定めるものを

含む。）を除く。）にあっては、１０４分の    

８３．７）を乗じて得た額が、国立大学法人京都

大学教職員退職手当規程第２条の４から第７条

の５まで及び原始附則第７項の規定により計算

した退職手当の額（以下「新規程等退職手当額」

という。）よりも多いときは、これらの規定にかか

わらず、その多い額をもってその者に支給すべき

これらの規定による退職手当の額とする。 

 

 

 

 

 

附 則 

１ （同 左） 

２ 当分の間、第３条の規定による退職手当の額

は、同条の規定により計算した額に１００分の 

８３．７を乗じて得た額とする。 

 

附 則 

 この規程は、平成３０年１月１日から施行する。 

 


